
事 務 連 絡

平成 2 7年 1月 5 日

一般社団法人臼本病院会会長 殿

厚生労働省医政局地域医療計画課

院内感染対策のための指針案の送付について

標記について、別添のとおり各都道府県・保健所設置市・特別区衛生

主管部（局）院内感染対策主管課あて通知しましたので、その趣旨をご

了知いただき、傘下施設に対する周知方よろしくお願いします。
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平成27年 1月5日
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各 衛生主管部（局）

院内感染対策主管課御中

厚生労働省医政局地域医療計画課

院内感染対策のための指針案の送付について

院内感染対策については、昨年末に「医療機関における院内感染対策につい

てJ（平成 26年 12月 19日医政地発 1219第 l号医政局地域医療計画課長通知）

を発出し、貴職におかれてはこれを参考に対応いただいているところです。ま

た、医療法（昭和 23年法律第 205号）第 25条第 l項の規定に基づく立入検査

の機会等を通じて医療機関に対して指導いただいているととろです。

また、医療法施行規則lj（昭和 23年厚生省令第50号）第 l条の 11第2項第1

号に基づき「院内感染のための指針」の策定が求められることとなっておりま

す。

こうした取組に資するものとして、平成 18年度厚生労働科学研究費補助金

（医療安全・医療技術評価総合研究事業）「安全性の高い療養環境及び作業環境

の確立に関する研究J（主任研究者：小林寛伊東京医療保健大学学長）の成果と

して、「中小病院／診療所を対象にした医療関連感染制御策指針（案） 2006」、「小

規模病院／有床診療所施設内指針（案） 2006」及び「無床診療所施設内指針（案）

2006Jが取りまとめられ、お知らせしていたところです。

今般、平成25年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事

業）「感染制御システムのさらなる向上を目指す研究／特に中小医療施設を対象

として」（研究代表者：小林寛伊東京医療保健大学大学院医療保健学研究科長）

の成果として、別添のとおり、従来の指針の改正が行われましたのでお知らせ

いたします。

貴職におかれましては、改めて管下の医療機関に対して、当該資料の他、関

係法令、通知等を参考に、院内感染管理体制の確認等、院内感染防止に関する

指導を徹底するよう、よろしく御願いいたします。

（連絡先・問い合わせ先）

厚生労働省医政局地域医療計画課 03 3595 2194 （直通）

課長補佐森井大ー（内 2556)



N 中小病院・診療所を対象としたガイドライン及びマニュアルと

アウトブレイク早期特定策の改訂

N-1. “中小病院／診療所を対象にした医療関連感染制御策指針（ガイドライン）2009”、

“小規模病院／有床診療所施設内指針（マニュアル） 2009ー単純かつ効果的マニュ

アルの1伊ト”、明床診療所施設内指針（マニュアル） 2009ー単純かつ効果的マ

ニュアルの1伊ト”の見直し、改訂による2013年度版の作成

小中間伊1i_大久保憲I）、森屋恭爾町、賀来満夫＇＼菅原えりさ ll_吉田理香I)

1）東京医療保健大学吠さ線医療保健学手院予↓

2）東京夫学医学郁藍染市胸浮識杢

3）期民学対立院医学系蹄掛

I.中小病院局診療所を対象にした医療関連感染制御策指針（ガイドライン）

伽13年度案 2014年3月時D

1.はじめに
医療関適惑染の防止に留意し、あるいは異常発生の際にはその原因の速やかな特定、嗣庇、終息を図ることは、 3日D

床未満の中d精除ならびに、診療所においても、医療の安全対策上、および、患者サービスの質を保つ上に、重要

なものと考えられる。そのためには、各施設祇その規株内容に応じて対応策を講ずることか割安と考える。

ここではその基準となる齢十を示し、各施設に適した形で応用し、活用されることを望むものである。

2009年の厚生労働科学研究においてすでに提示した“中d病院／診療所を対象にした医療関連感採論卿策指針〈ガ

イドライン） 2009”に関して、院内感染対策中央会議の提言。011年2月8日付）および厚生労働省から発出され

た各種通知などに準拠できるように見直したものである。

奨励業務の基準

I：各施設共、可能な限り採用すべき感染制降際

E：各施設の安井を考慮して、できれは顎羽すべき感染制御策

NB：無床診療所でも I、Eの基準に従って採用すべき感染鍛降際

2.感染制御策のための指針

本指針（ガイドライン）は、対象とする全施設に共通する道源である。各施設か苛婿針等に則って当該施設および

その現場でのおのおのの総見に応じた日常の感染制勝際務手順（その施設全体及び特定部局の手鵬を簡明かつ具体

的に施設1内蹴十（手順書、マニュアル）として作成し、その遵守を全澱員に周生噛底する。施設内指針の作成に当っ

ては、実践の可能性、キヰ学的合理性、現実的有効性、経済効果などを考慮する。

奨励業務

1. 責任者、揃軍系統由明記吉払踊挫体で活用できる総創拍感染制御手順書を作成し、必要に応じて部

門ごとの特期依擦を盛り込んで樹首する。少なくとも年にI回は定期的に見直しをおこない、必要日こ応
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じて更新していく。 I、NB

2. 効率よ〈患者や医療従事者への感染市1胸策を難註するためには、感染嗣胸手順書を充実させ、可能な限り

科学自坊制に基づいた制御策を採用し、経部哲にも有効な文探を鶏首できる手順書とする。 I、問

3. 感染昔仰に関する基秘包考え方および方針を明記する。 I、NB

4. 感染古l胸のための委員会（委員会を設ける場合を対象とする）、その他医療機菊内の感染閉胸関連組織に

関する基本的事項について記載する。 I

5目 医濃務鯛内の関連組織との相互筏割分担およぴ連携などに関する基本事項について記載する。 I

6. 感染市胸のために医療従事者に対して行われる研修に関する基本方針を諮者する I、NB

7. 感梁症の発生肉兄の托底分析、報告に関する基本方針を記載する。 I、NB

8. 感漂症異常発生時の対応に関する基本方針を記載する。 I、NB

9. 患者等に対する当謝掛の閲覧説明に関する基本方針を記載する。 I、NB

10. アウトプレイク傍劉発生）あるいは異常発生に対する迅速刻教主、制圧対策、終息の判定に隠して言及

する。 E

11. その他医療機関内における感染需l胸策の推進のために必要な基本方針を描ける。 E、NB

3. 医療機関内における感染制御のための委員会等の設置と活動基準

医療関連感染の発生を未然に防止することと、ひとたび発生した感諜症か窓口tしないように可及的自主やかに制区

終息を図ることが大切である。そのためには病院長あるいは診癖庁の管理者似下院局古事詰霊的に感染叡胸に関わ

り、感染鵬隈員会ば叫encon回，Jcommitt田（ICC）、感染制御チームin刷 oncon回l岡 m (!CT）などが中心となっ

て、総ての職員に対して組織的な対応と教育・啓発活動をしなければならない。 ICCは院長の諮問凌員会であり、検

討した諮問事項は院長に答申さ払しかるべき決鐙機関での梶投経て、日常業務｛巳される。！CTは院長の直接的管

理下にある日常業務実践チームであり、院長より一定の権限を委譲さ払同時に義務をも課せられて俗診療科長官

官演と同樹、組織横断的に活動する必要がある。ICC.!CT は小輩務鯖院においては南渚古琴稲努されることもある。

具体的業務内容は、各施設に適した形で手順書（マニュアJレ）に明記する。

奨励業務

I) 院長

① ICCの答申事項に関し、然るべき決定機関 G軍営会議なりでの検討を経て、必要なJCT業務を決定し、日

常業務として指定する。 I

② ICCでの感染事胸牒務に関する障す結果を尊重して、可能な限り施設の方針として日常業務佑する。 I

③ 経済効果を考慮しつつ、可能な限りICCの要望に応えて必要経費を予算化する。 I

2) ICC 

① 各専門職代表を構成員として組織する。 Iヶ月に I回程度の定期的会議を持つこと古望ましい。緊急時ゆ£＞、

要に応じて臨時会議を開催する。 I

② 院長の諮問を受けて、感染制綱策を掘すして答申する。 I

③ !CTの報告を受払その内容を栂すした上で、 Iσの活動を支援すると共に、必要刊に応じて、！CTに対して

院長名て改善を促す。 I

④ !CTの要請に応じて改善すべき課題を検討し、施設の方針とすべき場合はその旨を院長に答申する。 I

⑤ 日常業務他された改善策の実施肉兄を調査し、必要に応じて見直しする。 I

⑤ 個々 の日常業務に関する規定（話勧まどのようにおこなう古守を定めて、院長に答申する。 I
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⑦ 実施された対策や介入の効駄対する評価を定期的におこない、評側吉果を記録、分析し、必要な場合は、

古らなる改善策を勧告する。 E

3) JCT 

① 専任の院内感染管理者として、認定インフェクションコントローJレドクター（23学会によるICD制度協議会

InfecポonCon回！Do由 r(JCD) 2000年～）、感染管理認定看護師（日本看護協会 CertifiedN凹 eforlill出ion

C印刷（CNJC)2001年～）、認定感端綱決践看翻市傍諒医療保健大全た学院α巾・fiedPro加 iona!Ni師 e

forlill田tionPrev＇印刷血 dCorr回 I(C附 IPC)2010年～）、感染嗣附関連夫学院修了者、インフェクションコ

ントロールスタッフ養成講習会修了者（日調丙院会凶出ion白n加IS飽ff(JCS) 200ヨ年～）、あるいは、感

染開閉務捌師（日ヰ病院薬剤姉会 Bare!Ce雌 edlnf回 ion臼n回！Ph棚田＇YS阿 i嗣（BCICPS)200時～）、

感染鮒融調床微生物検杢闘市（日本臨床微生物学会 Inf即位。nCo蜘 IMicrobio ogical Technologist (JCMT) 

2006年～）、その他の適格者、のいずれかで、院長が適任と司判断した者を中心に組織する。 E

② 各診療科同様、院長直属のチームとし、感染徹胸に関する権限を委譲されると共』己責任を持つことが望ま

しい。また、 JCTは、重要事項を定期的に院長に報告する義務を有する。 I

③ JCTは施設内感謝擦の実働部隊であり、日常業務としての感射す策を計画立案する。業務内容としては、

サーベイランス、感染防止樹首の普及、職業感染防止に関すること、職員教育に関すること、など浩司主と

なる。また、異常感染症発生時やアウトプレイク時の連絡体制や組織品切t応のルール策定、さらに、 JCTに

所属する国市およひ深刻宮市が中心となり、抗菌薬適正使用に関する介入も重要な業務である。 I

④ 可能な限り週にI回以上の頻度で、 JCTのうち少なくとも 2名以上の参加の上で定期自揺当競東ラウンド（小

規櫛笥安では定期的回診をこれに代え得る）をおこなって、現場の改善に関する介入、現場の教育局発

アウトプレイクあるいは異常発生（単発の異常感諜症を含む）の特定と制圧、その他に当たる（介入項目

例は資料l参照）。 E

注： j患者刃星院の動きを考慮して、ラウンドは全病棟最餓虚トー回は必要

⑤ 重要な検討事項、感訴症のアウトプレイクあるいは異常発生時および発生地凝われた際はその状況およ

ぴ患者への対応等を、院長へ報告する。 I

⑤ 異常な感謀総が発生した場合は、速やかに発生の原因を宛明し、改善策を立案し、実給するために全滅員

への周知徹底を図る。 I

⑦ JCTは、サーベイランスデータはじめ、さまざまな感染に関する情報を収集し、現場の感染古胸肉策に役立

つように工夫し発信する筏創がある。また、収集したデータをわかりやす〈まとめ事滋量していく役割があ

る。 I

③ 病棟ラウンドに当たっては、検査室からの報告を活用して感梁症患者の発生状況等を点検するとともに、

各畿の予防策の鶏笹閃兄やその効果を定期的に評価し、各病棟における感輔附担当者の活用等により臨

同ヨ居島への道切な支主震をおこなう。 I 

⑨ 職員教育傑国教育と個別教育）の企直遂行を積田告におこなう。 I

⑩ 上記3-3）①に記した群噸的観内に擬していない場合は、非常勤として、施制部に人材を求める。 E

⑪ 複数の璃憾によるチームでの病棟ラウンドが困難な中小規撲の医療機関（目安として300.床未満）について

は、必要に応じて地域の専門家等に相談できる体制を整備する。 E

の その他

① 発生した鴎蔚菊溜惑深症以正常範囲の発生か、アウトプレイクあるいは異常発生かの判断がつきにくい
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ときは、厚生労働省地域支援.:f-＇.ノトワ－7担当事務局、あるいは、一部E社団怯人日本窃諺謡染学会読徒数

育施設償問2劉絢の担当者』相談する。 I

② 小規摸病院・診療所においては、上言時項目をその施設にあった形て官職他しておこなう f診癖庁では、

医師）人が上記各業務を規模と対象に応じて簡略化しておこなう）。

4.医療従事者に対する研修（職員教育）の実施

医療従事者に対する研修繊員教育）には、就職時の初期研依新噺愛定期的におこなう継続研i鼠ラウンド等に

よる個別指暮の3つがある。更に、学会、晋際会、講習会など、 E笛矧トでおこなわれる定期的、あるいは、臨時の施

草別問跡ある。

奨励業務

① 謝澱時の枝期研修は、 JCTあるいはそれにかわる寸分な実務経験を有する指暮者が適切におこなう。 I、NB

② 継続髭研修は、年2回程度開催すること泊望ましい。また、必要に応じて、臨時の研修をおこなう。これら

は、当該施設の実情に即した内容で、職笛横断的に開催する。 I、NB

③ 施設外側降、適箇観内研修に代えることも可とする。 I、NB

④ 個別酬~ （指導）あるいは個別の草宇野ト入を、可能な形でおこなう。 E

⑤ これらの諮開惨の開催経果、あるいは、掘妙断修の参加実績を、証録保存する。 E、NB

5. 感染症の発生状況の報告その他に基づいた改善方策等

ι1.サーベイランス

日常的に自施設における感染症の発生状況を把握するシステムとして、対象限定サーベイランスを必要」に応じて実

施し、その結果が感染制御策に生かされていること古望ましいは）。

奨励業務

①カテーテル関連血流感染、持儲E位感染、人工呼吸器関連肺炎、尿路感染、その他の対象限定サーベイラ

ンスを可能な範囲で実施する。 E

②サーベイランスにおける診断基準は、アメリカ合衆国のN岨ona!H叫出回路Safe貯Nerna此制H側）システ

ムに準拠する 1.2）。 I

③我が固におけるサーベイランスの手法は、厚生労働省院内感染対策サーベイランス Ja戸n田eNo田oomial

h晶ctionsSurveill回目。必硲）システムがある。検査部門、全入院患者音111'~－者情他感染（SS！）音i>l''l-

IαJ 部~~－ NIαJ部門こ参加することが望ましい。テ’パイスサーベイランスとして一樹却団法人日本環境感

染学会がおこなっているJ叩問問H副出回目Assoc叫吋rm叫阻Surveill加国（丑弘IS）システムとしての医療

岩時主関連サーベイランスへの参加も推奨されている。 E

5-2. アウトプレイクあるいは異常発生の監視・拒渥と対応

アウトプレイクあるいは異常発生は、迂盟主に特定L、対応する必要がある。また、メチシリン耐空黄色プドウ

球菌 methicilli町田is回tSt.中刷田町山由開店仏四：A）、多剤耐性緑膿菌 m由i向 削gresistant Ps.四 domo四

世間rginosa(Ivの即）、パンコ7イシン耐性腸球菌、田comycin悶 is回国岡田国i(VRE）、クロストリジウム・

ディフィシレ σ国的＇di，附 difficile、多邦耐性アシネトパクター・ノ句マニ m叫削edrug resis凶 tAcinetob岡町
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b田畑nnii恥の臥b）など、アウトブレイクの危険性のある微生物の検出肉兄には常に監視を怠らない沼議が

必要である。更にまた、アウトプレイクあるいは異常発生古泡こった場合には、感染経路や原因を速やかに究

明して、援深的な再発防止策を採用、実行する。

奨励業務

① アウトプレイクを疑う基準としては、 I例目の発見から4週間以内に、同一病棟において新規に同一菌種

による感訴証言の発病症例似下の4菌種は保菌者を合む．パンコマイシン耐世議色プドウ球菌 V加 oomycin

resis回 tStaphylococc山 aureus(VRSA）、多剤揃性緑膿菌小⑪＞RP）、パンコマイシン耐性腸球菌（収E）、

多珊推アシネトパクター・パウマニ（MDRAb)）時十3例以ギ特定された場合、あるいは同一韓欄

内で同一菌株と恩われるJ融症の発摂鑑例的噛鶏譲受性パターンカ瀕似した症例等） （上記の4菌種は

保菌者を含む）カ雫十3例以上特定された場合を基本とする。 I

② アウトプレイクに対する感深対策を実施した後、新たな感梁症の発来症例（上記の4菌積は保菌者を含む）

を認めた場合、院内感染対策に利齢まある可能性があると判断し、速やかに通常時から協力関係にある地

域のネットワークに参加する医療機関等の専門家に感染拡大の防止に向げた支援を依頼する。 I

③ 医療機関内での院内感染対策を講じた後同一医療機菊内で同一菌種による感梁症の務調査例（上記の4

菌種は保菌者を合む）が多数にのぼる場合（目安として10名以上となった場合）または当該院内感染事案

との因果関係古寺否定できない死亡者古鴇認された場合においては、管轄する保随所に速やかに報告する。

④ 古輔の肉兄に至らない時点においても、医療側頭の判断の下、必要に応じて保餓批連絡・相談すること

が望ましい。 E

⑤ 施設内の各領滅別の微生物ーの分育関ならびに感栄症の発生動向から、医療関連感染のアウトプレイクある

いは異常発生をいち早〈特定し、制圧の初動術~oを合めて迂濯な対応がなされるよう、感染に関わる情報

管理を適切におこなう。 I

⑥ 臨床微生物検査室では、業務として検体からの検出菌の薬剤j耐怯パターンなどの解析をおこなって、疫学

情報を日常的に！CTおよび臨床側へフィードパックする。 E

⑦ 細菌検室等を外主している場合は、舛往業者と緊密な連絡を維持する。 E

③ 必療に応じて地域支援ネットワーク、近隣の一樹盟法人日本環境感染学会認定数育施設領辞f2参照）

を活用し、外部よりの協力と支援を襲青する。 I

ι・3.手指衛生

手指衛生は、感染市欄燦の基本である。然し、実践の場での遵守率が決して高くないのが錨蟹掴における最大の

誘認である。

奨励業務

① 手指衛生の重要性を認識して、遵守主容が高くなるような教育、介入をおこなう。 I、NB

② 手洗い、あるいは、手指消毒のための設働備品を整備し、患渚ケアーの吉搬には必ず者舗生を遵守する。

I、NB

③ 手指衛生の基本は、手指消毒用アルコール製剤による擦5主主臨急もしくは、石けんあるいは抗菌性石けん

（クロルヘキシジン・スクラブ剤、ポピドンヨード・スクラブ弗聞と流水による手洗いである。 I、問

④ 自に見える汚れがある場合には、石けんあるいは抗菌性石けんと流水による手洗いをおこなう。 I、m
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54.目微生物雪深経路邸析

医療関菊においては、最も有効な微生物寺染［以下汚染）経路遮断策としてアメリカ合衆軍隊病予防管浬センター

伽回forDi眠 出eCon回 l田 dP問削旧n(CDC）の標準予防策3,4)、および、 5-9付B帥対策で散Eする感継酪別

予防策を参照して期首する必要がある。

奨励業務

① 血液・体液・分泌物・封附物・あるいはそれらによる汚染物などの感E醐当面質による接鮒寺染または飛沫

汚染を受ける可能性のある場合には手袋、ガウン、マスクなど¢個人防護具F間 onalprotective句山ipm叩＇ts

CPPE）が適切に配備さ払その目的および使用法が正しく認識遵守されている。 I、NB

② 呼吸器症状のある場合には、咳による飛球汚染を防止するために、患者にサージカルマスクの着用を要誇

して、汚染の拡散防止を図る。 I、NB

日．環境清浄イ包

患者環境は、常に清潔に維持することが火切である。

奨励業務

① 患者環境は質の良い清掃（自に見えるゴミ、汚苦弘しみ吻ぎないこと。ごみ等に起因する異臭の無いこと。

その他の維持に配慮する。 I、NB

＊：手指消毒薬ディスベンサーが原因となる床のしみは除去医灘

② 限られたスペースを有効に活用して、清潔と不潔との区別に心qがける。 I、NB

③ 流しなどの水場の排水口および湿潤部位などは必ず汚染しているものと考え、水の跳ね返りによる汚染に

留意する。 I、NB

④ 床に節制保から30cm以内）に、清潔な岩柑を保管しない。 I、NB

⑤ 薬剤医願樹の長期保持避ける工夫をする。 I、NB

⑥ 手の高頻度接触部位は一日一回以上清拭または必要に応じて消毒傍四級アンモニウム塩、両性界面古住

邦L小範囲ならアルコール、その他。“小材箔伊編集統版消毒と滅葱のガイドライン 東京：へるす

出版 2011.”参照）するo-II、問

⑦ 床などの水平面は時期を決めた定期清掃をおこない、壁やカーテンなどの垂直酒は、汚染地明居らかな場合

に清掃または洗濯する。 I、NB

③ 蓄尿や尿重則定通河Z可欠な場合は、汚物室などの湿潤部位の日常的な消毒や衛生管理に配慮する。 I、NB

⑨ 清掃業務を委託している業者に対して、感染制蜘に関連する重要な基本免職に関する、清掃員の教育・司｜｜

練歴などを確認する。 I、NB

5-6. 防衛環境の整備司

従来の基本的な感繍銘別予防策に加えて、明卸環境抑制i町 四V加nment(PE）”という穆捻刊日わり、易感

挽患者を病原微生物から保護することにも重点が向けられるようになってきたo

奨励業務

① 各種の個人防護具（PPE）の着用を容易かつ確実におこなう必要があり、感染を伝播する可能性の高い伝
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染性疾患慮渚は個室収窓または、集団隔離（コホート）収容する。 E

② 感染リスクの高い易感染患者を個室収容する場合には、そこで用いる体温計、血圧測定装置などの機器類

は、他の患者との供用凶臨土専用のものを配備する。 I、NB

③ 集中治療室、手争闘などの清潔領域への入室に際して、履物交換と個人防護具着用を常時期首ずる必要性

はない。 I

ι.7，消毒お直正使用

消毒薬は、一定の抗菌スベクトルを有するものであり、適用対象と対象徴金物とを考慮した適正使用が肝要である。

奨励業務

① 生倫肖毒薬と環境周消毒薬は、区別して使用する。ただし、アルコールは、両者に適用吉れる。 I、NB

② 生体消毒薬は、釘薗損傷、組織損傷などに留意して適用を考慮する。 I、NB

③ 塩素製剤などを環境に適用する場合は、その部作用に注意し、濃度の高いものを広範囲に使用しない。 I、

NB 

④ 高水準消毒薬（グルタラーJレ、潤栂、フタラーJレ）は、環境の消毒には使用しない。 I、問

⑤ 環境の汚染除去（清制ωの基本は清掃であり、環勝背毒を必要とする場合には、清掛院議却こより局所

的におこなう。 I、NB

S.S.抗輯描正閥

抗菌薬は、不適正に用いると、耐性旅を生み出す、あるいは、耐世抹をi密尺残存させる危険性がある。対象微生物

を考慮した可能な限り短い投与期間古温まれる。

奨励業務

① 対象微生物と対象醐号の組織内濃度を考慮した適正量の投与をおこなう。 I、NB

② 分離細菌の薬弗路凌性検査結集に基づく抗菌菊墨択をおこなう。 E

③ 細菌培養等の検査結果を得る前でも、必要な場合は、経醐宮治療 empiricthe岬 yをおこなわなければなら

ない。 I

④ 必要に応じた治療藻鋤モニタリング（血中濃度測定司自明peu出血Jgmonito巾1g(IDM）により適正かっ効

果的投与をおこなう。 E

⑤ 特別な例を除いて、 lつの抗菌薬を長期間連続使用することは厳に慎まなければならない徽日程度が限

界の目到。 E、問

⑥ 手術に際しては、対象とする鵬納濃度と対象微生物とを考慮して、手術中及E月搬2～3時間は有効血中

濃度を維持するよう投与すること古這主要である。 I

⑦ 院内の抗菌薬の適正使用を盤視するための体制を有すること。特に、特定抗菌薬〈広域スペクトラムを有

する抗菌薬、抗メチシリン耐性黄色ブドウ球菌伽依SA）薬等）については、届出制又は許可制の体制を

とること古号室ましい。 I、NB

③ パンコマイシン耐性腸球菌（VRE）、 MRSA、多剤耐性緑膿菌仏IDRP）など特定の多珊他菌を保菌して

いても、無症状の症例に対しては、抗菌薬の投与による除菌はおこなわない。 I、NB

⑨ 施設における薬職授性パターン航菌鶏蛮受性率表アンチパイオグラム）を把握しておく。併せて、

その地域における薬剤J感受佳サーベイランスの結果を参照する。 E
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5-9. 付加閥策

事足患及的丙態等に応じて感染経路別予防策段気予防策、飛沫予防策、接触予防策）をi自力目して実施する必要が

あるしの。

奨励業務

次の感染経路を考慮した感染制樹傑を採用する必要がある3,4）。 I、問

ι9-1.空気感染3,4）催経5間以下の飛涛院長暗唱、遠くまで序遊する）

① 麻疹

② 水虫播種飴帯附酪まを含む）

③ 結核

④ 重症急佐呼吸器症候群（SARS）、高病原生鳥インフルエンザを含む新型インフルエンザ、ノロウ

イルス感梁症等も状況によっては空気中を介しての感染纏換感染）の可能性あり

5-9-2. 飛沫感染3.4）帥（粒径5μmより大きい飛沫）

a 侵襲性B型イン71レエンサ富疾患舗膜炎、肺炎、喉霊邸主敗血症を合む）

b. 侵襲性鑓膜炎菌疾患（置箆鋭、肺炎、敗血症を合む）

c. 重症細菌性呼吸器感染症

① ジフテリア（腕章司

② マイコプラズマ肺炎

③ 百日咳

④ 肺ベスト

⑤ 溶漣菌性咽頭炎、肺炎、狸紅熱（手l幼児における）

d. ウイルス感染症 f下記のウイルスによって惹起される筑豊司

① アデノウイルス

② インフルエンザウイルス惇鋪型）

③ ムンプス餅首到生耳下腺炎）ウイルス

④ パルポウイルスB19

⑤ 風疹ウイルス

e. 新興惑梁症

五 その他

① 重量急性呼吸掛宣候群（SARS)

② 高病原性烏インフルエンザ

5-9-3.醐掘染3,4）帥（直接制醐と環境慨轄を介しての間接縦軸とがある）

a 感染症法に基づく特定微生物の胃腸管、呼吸君主皮膚、創部の感染症あるいは定着状態（以下重複あり）

b. 条件によっては環境て長期生存する菌加弘、 Cf，田的diwndifficile、Aci肥 tobacterba附側；；.、 VRE、多剤耐性緑

膿薗など）

c. 小児における悶p同tory符ncytial仮S）ウイルス、パラインフルエンザウイルス、ノロウイルス、ロタウイルス
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その悩湯管感梁症ウイルスなど

d 接鋤惑染性の強い、あるいは、乾燥皮膚に起こりうる皮膚感梁症

① ジフテリア彼膚）

② 単純ヘルベスウイルス感染症（新製尼あるい畔部員皮膚感染う

③ 1翻諺

④ 封じ込められていない舗切に被覆されていない）大きな膿第、蜂禽織炎、梶癒

⑤ 鼠寄空症

⑥ 折癖

⑦ 現幼児におけるブドウ球菌燭

③ 帯状搭臨華鏡韓性あるいは免疫不合こ患者の）

＠ 市井議染型ノ守ントン・パレンタイン・ロイコシジン陽性』侭SA(PVL凹sitive CA-M隠：A）感染症

e. 流行性角純良炎

f. ウイルス性出血熱（エポラ出血熱ラッサ熱マールプJげす育、クリミア・コンゴ出血熱・これらの疾患は、最

近、飛沫感染の可能性もあるとされている）

注判決 獄3,4）叫毒づき一部事凌

5-10. 遵苛軍事向上策

マニュアルに記載された各f欄際は、全職員の協力の下に、遵苛苦手を高めなければならない。これれ世界先進国

共通の課題である。

奨励業務

① !CTは、現場職員が自主的に各相胸策を実践するよう自覚を持ってケアーに当たるよう認草する。 I

② !CTは、現場職員を教育啓発し、自ら進んで実践して行〈ょう動機肘けをする。 I

③ 新溺蜘税減臆情、定期的教育、必要に応じた臨時教育を遇して、全滅員の感染制街際に関する主識を高め、

重受性を自覚するよう導〈。 I

④ 定期的Iσラウンドを活用して、現場に於ける製燥的介入を試みる。 I

⑤ 定期的に手指衛生や各謹の感染帯胸慌の遵争関見につき監査出品するとともに、擦式消毒薬の使用量を

読匿してその結果をフィードパックする熔器に使用量古扮かるよう、線と日付を記しておくなど）。 E

5-11. 地域支援

専門家を擁しない中dす丙防有床診療所において怯専門家を擁するしかるべき組織に相談し、支援を求める。

奨撒業務

① 地域支援ネットワークを究渓させ、乙れを活用する。 I

② 病院内で対策をおこなっているにもかかわらず、医療関連惑染の発生か議続する場合もしく闘青院内のみ

では対応が困難な場合に｝ネ地域支援阜、ットワークに速やかに相談する。 I

③専門家を擁しない中，N育防診療所は、一般社団法人日本環箆惑染学会認定数前鏡監償料2）に必要に応

じて相談する （h出:J/ww官同此刊同nsen.o出nintei/seido.h加 I）。 E、NB
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S-12. 予防接種

予防接種カf可能な感染性疾患に対しては、跨種率を高めることが最大の古雌際である。

奨励業務

① ワクチン接種によって感染が予防てやきる疾患句型肝炎、府軍民風疹、 7.J<i室、協行住耳下腺炎、インフル

エンザ等）については、適切にワクチン接種をおこなう。 I、NB

② 患者／医療従事者共に接種率を高める工夫をする。 I、NB

ι13. 職業感染防止

従事者の医療関溜惑染市l胸も重要な課題であり、寸分な町草地窪まれる0 (54を参悶

奨励業務

① 針刺し防止のためリキャップを原則的には禁止する。 I、NB

② リキャップカ＇＆：要な際は、安全な方法を採用する。 I、NB

③ 割験管などの採血用舗号その他を手に持ったまま、血液などの入った針付き注射器を操作しない。 I、NB

④廃棄専用構告を対象別に分けて配置する。 I、NB

⑤使用済み注射鵠俊十付きのまま）その他銅リ材担専用の安全廃棄鶴怜用意する。 I、NB

⑥安全装置付制樹の導入を考慮する。 E、NB

⑦ ワクチン接種によって職菊彰在予防か可能な筑患に対しては、医療従事者が当該ワクチンを接種する体制

を確立する。 I、問

③ 感発経路別予防策に即した個人防護具 (PPE）を着用する。 I、NB

⑨ 結核などの空気予防策古泌要な患者に接する場合には.N95（日本製は DS2）以上の微粒子用マスクを着

用する。 I、NB

S-14. 第三者評価

医療関連惑染嗣胸策の各施設に於ける質は、第三者評価伊陪僻1却されることカ望ましい。

奨励業務

① 医療関連感染市胸策の各施設に於ける質の評価は、第三者グJレープに依頼し、あるいは第三者グJiープを

独自に組織し、審査結果を改善につなげる。 E、NB

② 半年にI回程度の第三者評価を受けることが望ましい。 E、問

S-15. 患者への↑欝擬提供と翻耳

患者本人および患者家族に対して、適切なインフォームドコンセントをおこなう。

奨励業務

① 痴丙の説明とともに、感染防止の基本についても説明して、理解を得た上で、協力を求める。 I、NB

② 必要に応じて感染率などの情報を公開する。 E、NB
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資料2

一樹坦法人日本環蹴染学会教育施設認定制度認定教育施設一覧

2014年2月13日承認、 2014年4月1日断T予定

認定番号一

' 、、’J • 一 a 〆＇～、＂』＼ 郵便コ ...、

侮苛J施設41,
番号

1 2曲101 琉球大学医学割明属掬克 田3-0215 f将Z県中頭部西原町宇止：：原2町観也

2 2田1位 NTT東日本君臨靭宵院 141-8625 東京朝硯川区東五反田5-11-22

3 2叩104 持F市立医疫センタ｝中東市民病院 650--00岨
兵蔵県神戸市中央区港島中町

4丁目6番地

4 2田105
持活副l限立話環器開吸賜青センター

幻＆叩51 持療川県横浜市金沢区富岡東eー16ー1
｛相談窓口は妨Eしてb、加申

5 加0107 東京大学医学制枇関丙莞 113-8655 東京理改京区本郷7丁目3番1号

6 初0109 千葉大学医学部明属病富 260-86押 千葉県千葉市中央区京鼻1丁目8番l号

7 200110 
独虫「行政浪人国白調境紛帯

540--00冊 大阪府大披市中央区法円京2ート14
大阪医療センター

8 2叩111 岡山大網荷車 7α〉一部58 岡山尉珂山市鹿田町二丁目5番1号

9 Z叩112 東予防諜医療センター大楠荷完 l田ー邸15 東京都目黒区大橋二丁目 17番6号

10 E凹113 川崎医科大明骨属病涜 70Hll回 岡山県高唖姉松島町7番地

11 2'.l0114 京都大学医学部珊腐瓶詰 6αrB507 京都服部市左京区璽譜境川和了日

12 2叩116 慶慮義盤大輔院 160-8回2 束期駒首区俄即T35謝世

13 2曲201 奈良県立医科大朝H属病院 634ベJ813 奈郎尉置京市四深町但O番弛

14 200.田2 対扶掌医学部日属病撞 879-55四 お昔県由布市挟間町医大ケ丘1-1
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15 20α却3 朝波メディカルセンタ→商務 30仔合叩5 茨城県つくば市天県保1丁目3番地の1

16 2002叫 川崎医科大都繍 JI附繊 700-8505 岡山尉司山相ヒ区中山下2丁目ト田

17 2002田 抗出市白雨涜 762べl03! 香川県坂出市文刺Tl丁目6番羽号

18 200301 下関市立市民病院 750-8520 山口県下関市向洋町Il3 I 

19 200叩1 藤伎市立総創青院 425-8677 静岡県藤枝市誠司台←HI

20 200剖3 訴訟医科大学医学制明風間涜 姐J-3192 静岡県浜松市東区半岡山1丁目20番l号

21 2004()5 欄商大網開涜 840-8571 福岡市城南区七隈7丁目45番1号

宜主 2凹必6 前橋赤十制青院 37!-<JOl4 君主胃県前橋市朝日町3~盟店

23 2004()8 横須賀市立うわまち病院 238-8567 神奈川県横須賀市WIT2－お

24 200501 市立井明融 060-8604 4断註罫嶋市中央区北11長西13丁目 II 

25 200501 浜松医療センター 岨2-8日O 静岡県浜松オ沖区富塚町328

26 200叩2 東京慈恵会医科大朝珊府間莞 10s-s411 東京都港区西新橋3丁目 19番18号

27 200701 大掛会総合精院回生病院 762べl007 香川県坂出市室町3丁目5番28号

28 200曲2 愛知医科大物丙克 却D-1195
愛知郷郵靖信弘手町大事樹宇

明醒又21

29 200曲3
国立大学法人

514 £507 三重県津市江声橋2丁目 174
三重大子医学期猟属病涜

30 200804 健和会大判T1融 田3-8且3 福岡県加州市小倉北区大判TIS-!

31 目。901 横浜医療センター 2必5-8575
持療川県横浜市戸原区原宿

3丁目印番2号

32 20曲02 順江会江東病院 136ぺl072 東京溜昭事＂＂＇島 6丁目8番E号

33 201凹2 長野県立須坂病説 担2べ氾91 長野県義援市対当販1332

34 201凹3 岩手県立久謹評論 028舶却 岩手県以認市旭町10-1

35 201102 金沢医科大学病院 9宮：0-0293 石川尉可栂例都1ヲ司＂－ 1

36 201103 4咋姉民病院 485-8520 愛知則牧市常欝育1-20

37 201105 耕療川県立こども医療センター 232ト8弱;s 持療川県横浜市南区大YJll2 1詔4

お 201107 東1以南部完 980-8574 宮城県仙台市青葉区星脚Tl番l号

・39 201108 調協医科大学病院 321--0293 栃k県下車頭株位向1凶4本田0番弛

岨 201110 越苔市立病克 出38577 埼玉県越各市穏掛lo-47-1

41 201111 済生剣縄民市南部内完 お4-8503 持療11開繍浜市港南区港南台32 10 

喧 201201 東京医科大会笥税 16o-o0'3 東京高瑠宿区西新冒5-7-1

43 201202 朝日大措宇都目耐島閣青院 田Cト・8523 岐阜県岐阜市橋相J3・ 23 

44 2012日3 西脇市立西脇病完 677--0043 兵庫県西脇市下戸田652部自のl

45 201204 岐阜大津医学部付属病院 5011194 岐阜蜘主宰糊炉1番1

48 201205 横浜市立みなと赤f剰 融 231 8682 持集川県横浜市中区新山下312 1 

47 回12国 車京調世ンJ、』日出量合医療センター 183 8561 東京都府中市武蔵台2-8~

48 201207 仙1l組合総合病院 014べl027 秋田県次仙市天曲通町1－却

49 201208 制岡市封剤ぇ病院 424一明暗 間岡県掛伺市清水区宮古H三1おl

50 2012ゆ9 高松市民病院 76[)-85担 香川県高松市宮脇町2丁目 36番1号

51 . 201301 信州大学医学部付属病弱 390-8621 長野県松本市旭3ー1-1

52 201302 ブU刊大学病涜 812 g田2 福岡県福司市東区馬出3-1-1
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II.小規模病院／有床診療所施設内指針（マニュアノレ） (2013年度案 2014年3月改訂）

単純依功騨力マニュアルのl伊ト

（ここに示す例は、あくまでも l例であり、このI倒を参照して、各施設に適した形で、単純かっ効騨甘でしかも実

践しやすいマニュアルとして作成しなおすこと古望ましい。）

I. 手指衛生

1-1. 個々の患者のケアー官織に、石けんと紛d<による手洗いか、アルコール製剤による擦式消毒をおこなう。

1-2. 使い捨て手袋を着用してケアーをする場合の前後も、石けんとめkによる手洗いか、アルコール製剤による

擦式i由毒をおこなう。

1-3. 自に見える汚れが付着している場合は必す液体石鹸と読むd<による手洗いをおこなう古えそうでない場合は、

アルコール製剤による捺式消毒でも良い。

14. 手荒れ防止に関する配慮彼膚保護剤の良質な手荒れの起きにくい石けλj擦式消毒薬使用、および、適切

なスキンケアーの鶏't!i)をおこなう。

註 1：子拭タオルはペーパータオルを使用するようにする。このことにより、手洗いの遵苛軍事が向上し、

診療所の質も評価される可能性がある。経糊包負担はこれに十分値すると考える。

註2・洗面器を使用した手指消毒（ベイスン法）は、不適切な消憲法であり、有効に消毒できないため、

おこなわない。

2 手袋

2-1. 血府体液には、直醐虫れないように作業することが原則である。血府体液に触れる可能性の高い作業をお

こなうときには、使い捨て手袋を着用する。

2-2. 手袋を着用した安心強から、汚染した手袋でベッド、ドアノプなどに触れないよう注意する。

2-3. 使い捨て手袋は患者仮置ごとの交換が原別である。やむをえずくり返し使用する場合には、そのつどの

アルコール清試が必要である銅賞に対する影響あり）。

3. 個人防護具 personalpro！，出M 叫uip即時（PPE)

3-1目 患者と濃厚な接触をする場合、血蹄体蜘澱E激る可能性のある場合は、 PPE（ガウンまたはエプロン、ゴ

ーグル、フェイス・シールドなどの自の保護具、手袋、その他の防護其）を着用する。

4. 医用君捗主・器材

4-1. 滅菌物の保管民話染力潟こらないよう注意する。汚染か認められたと吉は、廃棄あるいは再誠菌する。

4-2. 滅菌開槙・樹を使用する際、は、無菌野繊菌したドレープ上など）で滅菌手袋着用の上で取り扱う。

4-3. 9撫菌野で、荊繭物と滅菌物とを混ぜて使うことは意味が無い。

4-4. 洗浄前消毒薬処理は洗浄の障害となるのでおこなわない俄耀講生器材）。

5. リネン類

5-1. 共同するリネン類（シーツ、ベッドノ号、yドなど）は病院の洗濯条俄紫Ill<消毒80°C・IO分間で洗濯後に再
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使用する傍拙消毒装置が無い場合は、 0.05叶 1% (500～1刈Oppm）次亜塩素酸ナトリウムへ30分潤浸漬

虹援盛重抗議Lあるいは、列除協皆霊とする）。

ι2. 熱水消毒古叩j用できない場合には，次亜塩素酸ナトリウムなどて守洗濯前処理する。

詮3：血液の付着したリネンは、血液を洗い落としてから次亜塩素酸ナトワウム消毒すべきである於汚

染の拡散に寸分注意する。この意味においても、たとえ小型であれ、医療施設用約d<洗濯機を導入

すべきである。

6. 血管内留置カテーテル関連感染対策

6-1. 感梁対策のためのケアー・パンドルを作成して、従事者の順沼軍事を改善させる。（ケアー・ノてンドルとは、

ランダム化E国語鵡責 (R.1α）で有期的支認められた複数の手法を、単独ではなく束ねて（Bundle）おこなう

ことで、最対浪の効果を得る施策である）信網3)

6-2. 高カロリー鞘町夜を調製する作業台は、アルコールなどの消毒薬こよって清拭消毒する。

6-3. 混合諜製した醐娩捌は24時間以内に使用する。

6-4. 刺入部の府首消毒は、 l伽＇iv%ポピドンヨード、 O.Sw/v%を超える濃度のクロルヘキシジンアルコールまた

は0.1叶 Sw，川もクロルヘキシジングルコン酸塩液（グJレコン酸クロルヘキシジン泌を使用し、消毒薬を

ふき取らず、消毒後は2～3分閣時閣を置いてから刺入する。

6-5. 刺入操作l点滅菌手袋と清潔なガウンを着用して無菌操f宇でおこない、大き目の覆布を使用し、マスク、キ

ヤツプなどのマキシ＂？Jレパリアプリコーション（m田imalb即 i叩四ution)根室ましい。

“ 血液および血液製剤は、 4時間以内に投与し、脂肪手聞は24時間以内に注入してセットを交換する。閣虫

投与では 12時間以内に投与する。投与後の輸夜ラインの交換は24時閣以内におこなう。

ι7. 輸液ラインは、クローズドシステムカ望ましく、三方溺全の使用は控えるの古望ましい。

6-8. 輸液ラインの交猿は、最低96時間（4日間の間隔をあげる於最長7日まで延長することが可能である0

6-9. 側注する場合の注入口の精華は、アルコール綿の使用古漫ましい。

6-10. 皮膚刺入部のドレッシング同重明フィルムが望ましく、 1週間に一回の交換でよい。滅菌ガーゼの場合は、

2日に一回は交換しなければならない。

7. 尿路カテーテル関連感染対策

7-1. 感染主慣のためのケアー・ノてンドルを作成して、従事者の順守率を改善させる。償制）

7-2. 尿路カテーテル挿入部を，シャワーや洗浄で清潔に保つことか宝婆である．

7-3. 尿路カテーテルの揮入は無菌樹Fでおこない，無理な揮入はおこなわない．

7-4. 閉鎖式導尿システムを選択し、買いッグは尿が逆流しないように股肱部より低い位置に固定する ただし、

床にはっけない。

8. 人工呼吸器関遡市炎対策

8-1. 感染対策のためのケアー・パンドルを作成して、従事者の順守率を改善させる。信日斗3)

品2. 人工呼吸器関湖務長田凶lat町田田cial吋pnewno血（YAP）は、人工昭吸器を装着後48時間以降に発生する

節炎であり、挿管チュープは滅菌したものを使用する。

8-3. 吸疲操作は、手袋もしくは鋸子を使用して無蕗的におこなう。

8-4. 吸引チュープは単回使用か望ましい由主再使用する場合に弘外部をアルコール綿で拭吉、滅菌水位当射用
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蒸留水など）で内股を吸引洗浄後、再度アルコールで拭いてから、 8v/v%エタノール添加O.lw/v%第四級ア

ンモニウム塩（当該施設採用商品名）に浸漬保存する。

品5 経管栄養を鶏話している場合には、逆流による誤破防止のために可能であれ協臨を約30度挙上する。

8-6. 加湿には、人工鼻を利用する。加湿器を使用する場合には、滅菌精勤Jくを使用する。

品7. 回路内の結露が患者側に耐1込まないようにする。

8-8. 呼吸困路の交換は、自に見える汚染がある場創こおこない、定期的におこなう必要はない。

8-9. 人工呼吸器の回路樹勃ど）は、セミクリテイカル著聞であり、単回使用で熱湯合は、動蛸毒（80'℃・

IO分慨もしくは滅菌する。

9. 手棚位感染対策

9」I 手術部位惑染 s岬国!site凶叫ion(SS！）は、術後30日以内（インプラント君紺がある場合には術後I年以

内）に発生したものと定義されているため、術後1か月まで追跡して診断する。

9-2. 全身崩事枠にて手術をおこなう場合には、手術前の血糖値のコントローJレ、喫煙の禁止、栄養状態の改善、術

前シャワー浴の実施などに留意する。

9-3. 術前の入院期闘を醐昔し、病院内生息菌係調踊推齢の定着を防ぐ。

94. メチシリン耐性黄色ブドウ球菌加SA)の鼻腔内の定者状況の積極司監視培養は過大侵襲助手術（心紙

E蹴特砂符4、人工骨頭、異物挿入、などの手術の前には推奨されている以一般的手術の場合には持に実

施する必要はない。監視矯養の結果、恥侭SAの劃腔内への定着者に対するムピロシン軟膏による除菌は、

すべての手術には推奨されていない（註内科系においても監視培養については同様である）。

9」.s. 徹ll'の消毒は、 0.5w/v%クロルヘキシジンアルコール、 10w/v%ポピドンヨードを使用して広い範囲を消毒

し、 2～3分f議盟後に帯印する。

9-6. 術野のカミソリ除毛はおこなわない。穣話古邪魔な場合には、手術用クリッパを用いて手術の直前に、必要

最小限の範囲を除毛する。

<J..7. 手洗い後には擦均在意用アJレコール製剤を追加使用する。

9.Jl. 予防古制菌薬投与は、報切直前に第~第二断恰フェム系抗菌薬を中心に、単回投与する。手争時間宮3

時間以上に及ぶ場合に怯迫力眼与する。

9」且 手争能登E謁は高性能エアフィルター（必ずしも超高性能 highefficiency戸rti凹1批 air(HEPA）フィルターでな

〈とも良い）を用いたm調か望ましく、手術室内を陽圧に維持するために入口のドアは常に閉じておく。

9・10. 手術室への入室者数は必要最小限とし、手術中の部屋の出入りもなるべく少なくする。

9-11. 手術変の者躍は、オ4式き清掃由吠切であり、環境消毒は総草されていない。必要があれば汚染箇所のみ次

E塩素酸ナトリウムを用いて消毒する。

9-12. 手術器械は、洗浄後に高圧蒸気滅菌をおこなう。非耐熱性器材は低温滅菌後f~エチレンガス滅窟、避駿f~

水素低温ガスプラズマ滅菌、 i直接fじ水素ガス低温滅菌、低温蒸気ホルムアルデヒ、ド滅菌など）もしく j;J:fi:'.子学

滅菌剤（グJレタラール、 i踊m鉛処理里する。

<)..13. 拘置創は、布臨48時間は滅菌ドレッシングで覆う由主それ以降は開放創としてかまわない。また、手術創

の消毒は必要ない0

9-14. 手術部位感染サーベイランスを鶏匝して、感染率の値下につとめる。

10. 消化管感梁症対策

10-1. 糞便ー経口の経路を遮断する観点から，手洗いや手指消毒か室譲である。
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10-2. 糞便や吐幼で汚染された笹断の消毒が必要である。

10-3. 床面等に咽吐した場合は、手袋、マスクを着用Lて、重ねたティッシュや不織布jfーセ、で拭き取り、プラス

チックパッグに密閉する。汚染箇所の消毒は、次亜塩素酸ナトリウムを用い、平滑な表酒であれ民 5%溶

液の 50倍希釈液（1,000即m）を、カーペット等は 10倍希釈液（5,000ppm）を用い、 10分惜接触させる。

表面への影響については、消毒後に、設備担当者と相談する。蒸気クリーナー（温度t昇治不十分なものが

多いので注意する）、または、蒸気アイロンで熱消毒（70°C5分憶 100℃ l剣間）することも良川

htや：／／＇肌町田 chi伊n.gov/doc町田国GEC三1654C4_7.凶f

104. 汚耳E箇所を、一般用掃除機鎚高性能フィルターて議謎弱関する病院青掃用掃除機以列同もの）で清掃する

ことは、汚染を空気中に飛散させる原因となるので、おこなわない。

11. 患者縞離

11-1. 空気感染する感染症では、患者を陰庄の個室、または、屋州こ担院する換気扇の付いた個室に収容する。

11-2. 飛沫感染する感梁症では、患者を個室に収容するのカ望ましい。個室に収容宅きない場合には、患暗にサー

ジカルマスクを着用してもらうか、または、多床室に集団隔離（コホート看欝する。多＊室においては、

カーテンによる慨世の活用を考慮する。

11-3. 醐虫感染する感梁症では、婦間隔離を原則とし、交溜暁を起こ古ないよう寸悦誼をする。汚染力支飛散

する危険性のあるときは、個室隔富時も考慮する。

12. 感染症発生時の対応

12-1. アウトプレイクを疑う基準としては、 l例目の発見から4週間以内に、同一病棟において新規に同一菌種に

よる感梁症の発病症例（以下の4菌種は保菌者を合む：パンコマイシン耐性黄色プドウ球菌（味SA）、多

剤耐性緑膿菌小岨DRP）、パンコマイシン耐性燭球菌（VRE）、多剤耐性アシネトパクター・パウマニ

Acinetob田町帥間四niiか昔日例以上特定された場合、あるいは、向ト機関内で同一菌株と思われる感染症

の発来症例航菌薬感受性パターンが類似した盛伊J降）位記の4菌種は保審者を合む）か官十3例以上特定

された場合を基本とする。 I

12-2. アウトブレイク傍狙発生）あるいは異常発生が考えられるときは、感染管理担当者住：施設によっては

院長）に追訴事し、原因封ド除に努める。

12-3. 対策をおこなったにもかかわらず、更に感染者が増える場合には速やかに通常時から協力関係にある地域の

ネットワークに参加する医療機関等の専門家に感軸扶の防止に向けた支援を依頼する。 I

124. 同一戸医療機｝！！肉で同一菌種による感栄症の発病症例（上記の4菌種は保菌者を合む）が多数にのぼる場合（目

安として 10名以上となった場合）または当該院内感染事案との因果関係品溶定できなv>JE;亡者古轍認され

た場合においては、管轄する保路計に速やかに報告する。 I

12-5. 前項の状況に至らない時点においても、医療機関の判断の下、必要にJ応じて保健所に連絡・相談することが

望ましい。 E

12-6. 日常的な個々 のJ輯症例は、所帯島健所もしくは近隣の医腐観の著杓医に相談しつつ治療する。

12-7. にTもしくは院長の判断により、病棟閉鎖の必要が生じた場合は、述遮に処濯する。

13. 抗菌薬の適正使用

13-1.対象徴金幼と対象鵬告の組織内濃度を考慮した適正量の投与をおこなう。

13-2.分醐噛の薬売長授性検査結果己基づく抗菌素翠駅をおこなう。
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13-3.細菌培養等の検宣結果を得る前でも、必要な場合は、経脚甘治療 empiricth醐 PYをおこなわなければならな

v>o 

13-4. 必要に応じた血中濃度測定由明戸叫ic血igmom伯ring(TDM）により適正かっ効果的投与をおこなうことが

望ましい。

13-5.特別な例を除いて、 lつの抗菌薬を長期関連続使用することは厳に慎まなければならない徽躍跡限界

の目封。

13-5.手術に際しては、対象とする鵬納濃度と対象微生物への最小発部批濃度（MIC）とを考慮して、有効血

中濃度を維待するよう投与すること古湿要である。

13-6.院内の抗菌薬の適正使用を監視するための体制を有すること。特に、特定抗菌薬（広域スペクトラムを有す

る抗菌薬抗メチシリン耐性黄色プドウ球菌（回以）薬等）については、届出制文は許可制の糊j治宝取れ

ない場合には、投与期闘が一週間を超えないように投与リストを作成する。

13-7.抗メチシリン耐性黄色ブドウ球菌仏侭SA）蒸カルパベネム系抗菌薬などの使用開兄を把握しておく。

13-8.開 SA、パンコマイシン耐性脚菌（四）、多珊搾欄瞳（加のRP）など特定の多珊羽生菌を保菌して

いても、鈴鹿状の症例に対しては、抗菌薬の投与による除菌はおこなわない。

13-9.施設における薬剤感受性パターン航菌薬感受性率表：アンチパイオグラム）を把握しておく。併せて、そ

の地域における事調感受佳サーベイランスの結果を参照する。

14. 予防接種

14-1.予防接種が可能な感染性疾患に対しては、接種率を高めることが最大の古1胸策である。

14-2. ワクチン接種によって感染が予防できる疾患（B型肝炎、府軍民風疹、 7.J(j宣、流行住耳下糠炎‘インフルエ

ンザ等）については、適切にワクチン接種をおこなう。

14-3.患者虐議税事者共に必要なワクチンの接種率を高める工夫をする。

15. 医薬品の微生物汚染坊止

15-1. 泣蛾製剤（ヒトエリスロポエチンも合む）や脂肪手凶j傭践であるプロポフォールも合む）の分割胞周を

おこなってはならない．

1ι・2. 生理念場液や5%ブドウ糖液などの注射剤の分裂服用は，原則としておこなってはならないもし分割使用

するのであれば共用は避けて冷月保存で24時間までの使用にとどめる．

1日． 経腸栄養剤の投与セットには，使用のつどの消毒または乾蜘f必要である．

詮4生理食糧171<などの分割使用は，細菌汚染のみならず， B型肝淡やC型肝炎などの原因にもなる

註s: Ill姓後の輸液の作り置きは、室温保存では6時間以内とする。

16. 医療施設の環境整備

lι！.床テープルなどは汚染除去を目的とした除屋錆掃婚主要であり、湿式清掃をおこなう。また、日常的に消

毒薬を使用する必要はない。

16-2.手岩場事告に触れる部位は、 1日I回以上の水拭き清拭または消毒薬個師酪苦闘L第四級アンモニウム

塩、アルコールなど）による清捕惇華を期首する（アルコールは広範囲には適用しない〕。

註 6 環知商毒のための消毒業の噴君主散布、爆蒸および紫外線照射、オゾン殺菌は、作喋諸やj患者に

対して有害であり、特殊な条件下以外では実施しない。
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資料3感染防止のためのケアー・バンドルの例

下記の項目を言己載した用紙にて、息者ごとに実施した項目のチェックを舗面し、集計し

て実施率を評価する。・中心静脈カテーテル留置時の感染防止のためのケアー・バンドル

1. 手指衛生

2. 7キシマルバリアプリコーション（キャップ、マスク、滅菌ガウン、滅

菌グローブ号、大きな滅菌覆布）

3. 皮膚消毒

4. 無菌的挿入と固定

5. 手指衛生

・カテーテル関連尿路感染防止のケアー・バンドル

1. 手指衛生

2. 滅菌グローブ着用

3. 挿入部の陶争もしくは消毒

4. 無菌的挿入と闘定

5. 手指衛生

・人工呼吸器関連肺炎予防のための気道吸引のケアー・バンドル

1. 患者のヘッドアッフ犠認

2. 手指衛生

3. 個人防護具の着用（グ、ロ｝ブ、エプロンまたはガウン、マスク着用）

4. 清潔操作による吸引

5. 手指衛生
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m.無床診療所施設内指針（マニュアノレ） (2013年度案 2014年3月改訂）

一単純かつ効果的マニュアルのl伊ト

（ここに示す例は、あくまでも l例であり、この1例を参照して、各施設に適した形で、単純かっ効穀告でしかも実

践しやすいマニュアルとして作成しなおすこと古望ましい。）

I. 手指衛生

1-1. 個々 の患者のケアー前後に、石けんと粉？］＜による手洗いか、アルコーJレ製剤jによる擦式消毒をおこなう。

1-2. 使い捨て手袋を着用してケアーをする場合の吉田量も、石けんと殺kによる手洗いか、アルコール製剤による

拐な~自毒をおこなう。

1-3. 目に見える汚れが付着している場合は必ず石鹸と請駄による手洗いをおこなうが、そうでない場合は擦式

消毒でも良い。

1-4. 手荒れ防止に関する配慮彼膚保護剤の良質な手荒れの起きにくい石けλj擦苅様諺篤使用、および、適切

なスキンケアーの実施a

註 1手拭タオルはペーパータオルを使用するようにする。このことにより、手洗いの遵苛軍事が向上し、

診療所の質も評価される。経揃古負担はこれに寸分値すると考える。

註z：洗面拐を使用した手指消毒（ベイスン法）は、交差汚染の危険性が大きい。

2. 手袋

2-4. 血紡体液には、直醐虫れないように作業するととが原別である。血粉体液に触れる可能性の高い作業をお

こなうときには、使い捨て（ディスポーザプル）手袋を着用する。

2-5. 手袋を着用した安心感から、汚染した手袋でベッド、ドアノプなどに触れないよう注意する。

2-6. ディスポーザプル手袋は帯使用せず、患者侠圃ごとの突換が原則である。やむをえずくり返し使用する

場合にはそのつどのアルコ－M青拭が必要である。

3. 個人防護具阿国nalpro臨帥叩ipment(PPB) 

3-1. 患者と濃厚な醐虫をする場合、血粉体液が飛E激る可能性のある場合は、 PPB（：ガウンまたはエプロン、ゴ

｝グル、フェイス・シールドなどの自の保護具、手袋、その他の防護具jを着用する。

4. 医用器具・器材

削 減菌物の保管は、汚染か溜こらないよう注意する。汚染地獄められたときは、廃棄あるいは、再滅菌する。

使用の際は、安全保存期間（有効期闘を厳守する。

4は 滅菌済器具・5樹を使用する際は、無菌野（滅菌したドレープ上など）て哲繍手袋着用の上で取り扱う0

4-3. 非無菌野で、手械菌物と滅菌物とを混ぜて使うことは主義脚無い。

4-4. 洗浄前消毒薬処理は洗浄の障害となるのでおこなわない（滅菌再生器材〉。

5. リネン類

5-1. 共用するリネン類（シーツ、ベッドパッドなど）は約jく消毒処足首制く消毒 80℃・ 10分間をして再使用す

る。
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白 書紗jく消毒装置が無い場合Ii,0.05へ-0.I% (500～1,000ppmぽ毘塩素酸ナトリウムへ30分間浸漬処還後洗濯、

あるいは、舛品説耀とする。

詮3・血液の付着したりネンは、血液を洗い落としてから次E塩素酸ナトリウム消毒すべきである由主汚

染の拡散に寸分注意する。この意味においても、たとえ小型であれ、医欄観用動'1<洗濯機を導入

すべきである。

6. 消仕方苦感梁症対策

ι1. 糞便経口の経路を遮断する観点から，手洗いや手指糠華精聾である。

6-2. 糞便や吐幼で汚染された箇所の消毒が必要である。

ι-3. 床面等に曜吐した場合は、手袋、マスクを着用して、重ねたティ、yシュや不織布ガーセで拭き取り、プラス

チックパッグに密閉する。汚染箇所のf簡華は、次亜塩素酸ナトリウムを用い、平滑な表面であれ』王、 5%溶

液の50倍希約夜（I,000即m）を、カーペット等は IO倍希釈液（5,000ppm）を用い、 IO分間接触させる。

表面への影響については、消毒後に、設備担当直と相談する。蒸気クリーナー（温度上昇カ不十分のものが

多いので注する）、または、蒸気アイロンで索蛸毒（70℃5分間、 100℃1分間することも良川

ht中：／／www.michig;肌 gov/d田町田ぽGEC_165404_7pdf

6-4. 汚染箇所を、←悲拘婦除機使萌儲唱フィルターて骨説観照する病院青掃用槻貯お~：？十のもの）で清掃する

ことは、汚染を空気中に飛散させる原因となるので、おこなわない。

7. 患者の出納帽離

7-1. 空気感染飛沫感染する感染症では，患者にサージカルマスクを着用してもらう。

7-2. 空気感染飛沫感染する感染症で、隔離の必要がある場合には、移送関係者への感染防止仏195微粒子用7

スク着用など）を実施して、適切な施設に紹介移送する。

7-3. 醐虫感染する感染症で、入院を必要とする場合は、感染局所を安全な方法で被覆して適切な施設に縮干移送

する。

8. 感梁鐙発生時の対応

8-1. 個々 の感染症例は、智う医に相談しつつ治療する

品2 麟避の治療に際しては、周辺への感染の拡大を防止しつつ、適切に鶏甘する。

8-3. アウトブレイク傑団発生｝あるいは異常発生が考えられるときは、地域保飽芳と連絡を密にして対応する。

9. 抗渥顔恕主与時の注意

91. 対象微生物と対象鵬号の組織内濃度を考慮した適正量の投与をおこなう。分離微生物の中梯青践に対して薬

剤惑受性検宣結果に基づ〈抗菌薬選択をおこなうことか望ましい。

9-2. 細菌培養等の検宣耀深を得る前でも、必要な場合は、経験制餅奈 empiric由悶PYをおこなわなければならな

、、。

9-3. 特別な例を除いて、 Iつの抗菌薬を長期陪漣続使用することは厳に慎まなければならない徽日程度が限界

の目望号。

94. メチシリン耐性黄色ブドウ球菌仏'1RSA）、パンコ7イシン耐性腸球菌作RE）、多剤耐性緑膿菌（かのRP)

など持定の多剤耐性菌を保菌している由主事症状の温訓に対して弘抗菌薬の投与による除菌はおこなわな
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9-5. 地域における薬剤感受性サーベイランス（；illJ或支援ネットワーク、厚労省J必nsサーベイランス、医師会

報告など）の結果を参照する。

JO回 予防接種

JO・1.予防接種が可能な感染性疾患に対しては、接種率を高めることが最大の告勝際である。

10-2. ワクチン接種によって感染が予防できる疾患（B型肝炎、府著書、風窓オ也、流行性耳下腺炎、インフルエ

ンザ等）については、適切にワクチン接種をおこなう。

10-3.患者居療従事者共に必要なワクチンの接種率を高める工夫をする。

11. 医薬品の微生物雪染防止

11-1.血液製剤（ヒトエリスロポエチンも合む）や脂肪瑚j傭舗であるプロポアオールも含む）の分割使用を

おこなってはならない。

11-2.生理食塩液や5%ブドウ糖液などの註謝剤の分割使用は、原則としておこなってはならない。もL分割j使用

するのであれば、共用は避けて、冷汚百草存で24時間までの使用にとどめる

註4：生理食塩[7Jくなどの分割使用は，細菌汚染のみならず， B型肝淡やc型肝淡などの原因にもなる

註5混注後の輸液の作り置きは、室温保存では6時間以内とする。

12, 医療施設の環境盤備

12-1. 氏テープルなどは汚染除去を目的とした除撞清掃由普謹であり、湿式清掃をおこなう。また、日常的

に消毒薬を使用する必要はない

12-2. 手カ瀕熱こ触れる部位は、 1日l回以上の7J(j式吉清拭または消毒薬個性界面活性紙第匹搬アンモニウ

ム塩、アルコールなど）による清掬韓を実給する。

詮 6：環境消毒のための消毒薬の噴霧、散布、矯蒸および紫舛線照射、オゾン殺菌は、 f惨賭や患者に

対して有害であり、特殊な条件下J）（外では実施しない。

13. 特殊な感梁症の相談体制の確立

感染症の専門家のいない無床診療所においては、丹時害の保fJl?Ji.並びに地域のヰ核t医療施設←骨量井土団法人日本雰務

感染学会認15教育施設など）に対して、日ごろからコンタクトをとって、気軽に専門濠と相談ができる体制を整えて

おく必要がある。

診携尊溺IL上の連携を超えた、ネットワーク科書築されることか望ましい。
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